
（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 長野県木島平村平成22年度

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支
標 準 財 政 規 模
地 方 債 現 在 高

5,200
99.31

3,641,287
3,449,096
158,715

2,567,885
2,661,935

人(H23.3.31 現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円
千円

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

-
-

15.9
47.8

％
％
％
％

市 町 村 類 型
( 年 度 毎 )

H18  Ⅱ －０  H19  Ⅱ －０  H20  Ⅱ －０
H21  Ⅱ －０  H22  Ⅱ －０

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

※　市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

人件費 類似団体内順位
38/118

全国平均
25.1

長野県平均
20.7

人件費の分析欄

　平成１６年度より実施している、給与カット及び早期退職者制度に
よる職員数の削減により、類似団体平均を下回ることが出来てい
る。今後とも計画的な職員採用、人件費の過度な増加を防ぎながら
抑制に努める。
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物件費 類似団体内順位
25/118

全国平均
12.8

長野県平均
11.5

物件費の分析欄

　物件費においては、前年数値を2.1ポイント下回っており、また類
似団体、県平均等と比較しても下回ることが出来ている。
　今後も、事業運営においてムダの見直しを行い、経費節減を意識
してゆく。
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扶助費 類似団体内順位
19/118

全国平均
10.4

長野県平均
6.3

扶助費の分析欄

　扶助費については近年数値が増加傾向にあるものの、類似団体
等の平均は大幅に下回ることが出来ている。２２年度より新しく実
施された子ども手当など歳出増加の要因はあるものの、適正な推
移となるよう今後とも努める。
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その他 類似団体内順位
116/118

全国平均
11.8

長野県平均
12.2

その他の分析欄

　その他に係る経常収支比率は20.4％と非常に高く、類似団体内に
おいてもほぼ最低の位置にいます。
　歳出内訳の中でも最も多くを占めているのは、特別会計への繰出
金です。繰出金の中でも下水道特別会計・観光施設特別会計への
繰出金が多大なものとなっています。独立採算制の原則に立ち返
り、運営方法の見直しを行うなど、今後の運営について再考しなけ
ればなりません。
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補助費等 類似団体内順位
6/118

全国平均
10.1

長野県平均
13.5

補助費等の分析欄

　補助費については、類似団体等平均を大幅に下回っています。
　一部事務組合への負担金等により左右されることはありますが、
各団体への補助金については、前年踏襲となることの無いよう事業
内容・実績の評価をしっかりと精査します。
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公債費 類似団体内順位
49/118

全国平均
19.0

長野県平均
18.5

公債費の分析欄

　ピークにあった平成１８年度より、地方債の繰上償還や新規発行
の抑制により、減少の一途をたどることが出来ている。しかし、２２
年度より過疎地域に指定されたことによる過疎債の新規発行が、
公債費の増加につながることが見込まれる。財政健全化計画のひ
とつの基準でもある実質公債費比率１８％を超えることの無いよう、
今後も抑制に努める。
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公債費以外 類似団体内順位
53/118

全国平均
70.2

長野県平均
64.2

公債費以外の分析欄

　22年度決算で公債費を除いた経常経費の内訳として、①人件費
34％、②物件費29％③補助費20％のような構成になっています。
　類似他団体の平均値は下回っていますが、ここ数年はどちらかと
言うと増加傾向にあります。人件費等各項目にて記載したような取
り組みを行うことで、今後の経常経費抑制に努めます。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

618,039 118,854 132,559 ▲ 10.3
89,201 17,154 12,734 34.7
72,495 13,941 21,564 ▲ 35.4

- - 2,902 -
- - - -
- - 5,693 -
- - 3,066 -

▲ 52,401 ▲ 10,077 ▲ 16,453 ▲ 38.8
727,334 139,872 162,066 ▲ 13.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

14.42 14.53 ▲ 0.11
93.5 94.9 ▲ 1.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

484,715 93,214 112,817 ▲ 17.4

- - - -

- - 376 -

269,686 51,863 23,358 122.0

34,460 6,627 6,948 ▲ 4.6

5,107 982 3,718 ▲ 73.6

- - 42 -

- - ▲ 5,418 -

▲ 527,215 ▲ 101,388 ▲ 90,780 11.7

266,753 51,299 51,062 0.5
※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H18 183,927 33,411 46.0 124,895 2.9 43.1

うち単独分 72,459 13,162 ▲ 21.8 61,345 4.1 ▲ 25.9
 H19 72,991 13,499 ▲ 59.6 110,324 ▲ 11.7 ▲ 47.9

うち単独分 42,086 7,784 ▲ 40.9 55,684 ▲ 9.2 ▲ 31.7
 H20 124,190 23,230 72.1 114,677 3.9 68.2

うち単独分 58,441 10,932 40.4 55,912 0.4 40.0
 H21 485,964 91,986 296.0 174,443 52.1 243.9

うち単独分 268,837 50,887 365.5 89,518 60.1 305.4
 H22 248,135 47,718 ▲ 48.1 192,544 10.4 ▲ 58.5

うち単独分 183,345 35,259 ▲ 30.7 82,235 ▲ 8.1 ▲ 22.6
 過去５年間平均 223,041 41,969 61.3 143,377 11.5 49.8

うち単独分 125,034 23,605 62.5 68,939 9.5 53.0

事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）

合計
▲退職金

公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負
担金に充当する一般財源等額
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計
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（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
長野県木島平村平成22年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値
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人口1人当たり決算額の推移当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

(円)
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